
別紙様式１－１

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の預かり
保育対象園児数

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育担当者数

備　考

（休業日を除く） [人] [人] [円] 

（小数点以下切捨て）

（E+F)÷（A+B)

4

5 ア．教育時間内で昼食

6 　　のある日 A C E

7 　　時　分～　時　分

8 　　時　分～　時　分（最終）

9

10 イ．教育時間内で昼食 B D F

11 　　のない日

12 　　時　分～　時　分

1 　　時　分～　時　分（最終）

2

3

合計

年度　　 （休業日を除く） 　預かり保育事業計画書

当該月の預かり
保育日数

当該月の預かり
保育時間

当該月の預かり
保育担当者数

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育時間

当該月に預かり保育に要
した経費

［日］ [時間] [人] [時間]

（C+D)÷（A+B)

（注）１  この様式には、休業日を除く預かり保育について記入すること。複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  ４月～１１月までは実績を記入し、１２月～３月は、予定を記入すること。

      ３  預かり保育対象園児とは、休業日を除く預かり保育日（(注)４）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ４  預かり保育日とは、休業日を除き、１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ５  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。なお、１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。

         （正規の職員を含む。）

      ６  預かり保育に要した経費は、休業日を除く預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月



別紙様式１－２

　預かり保育事業計画書

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の長期休業
日における預かり
保育対象園児数

夏季休業日の長期休業
日における１日平均の
預かり保育担当者数

備　考

（長期休業日） [人] [人]

（小数点以下切捨て）

（C+D)÷（A+B)

ア．夏季休業日
[　　月　　日～　　月　　日]

　　時　　分～　　時　　分（最終）

合計

年度　 長期休業日

当該月の長期休業日
における預かり保育
日数

当該月の長期休業
日における預かり
保育担当者数

当該月の長期休業日に
おける預かり保育に要
した経費

[日] [人] [円]

（注）１  この様式は、夏季休業日における預かり保育の実績のみを記入すること。ただし、夏季休業日において、１０日以上の日数、かつ１日２時間以上

　　　　　の預かり保育を実施している場合を対象とする。複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  預かり保育対象園児とは、夏季休業日における預かり保育日（(注)３）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ３  預かり保育日とは、夏季休業日において１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ４  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。

　　　　　なお、夏季休業日において１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。（正規の職員を含む。）

      ５  預かり保育に要した経費は、夏季休業日における預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月

7 A C

8 B D



別紙様式１－３

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の休業日
における預かり
保育時間

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育担当者数

（休業日） [時間] [人] [円] 

（小数点以下切捨て）

（C+D)÷（A+B)

4

5

6 A C

7

8 ア．休業日

9

10 　　時　分～　時　分（最終） B D

11

12

1

2

3

合計

年度 休業日 預かり保育事業計画書

当該月の休業日
における預かり
保育日数

当該月の預か
り保育対象園
児数

当該月の預か
り保育担当者
数

当該月に預かり保育に
要した経費

［日］ [人] [人]

（注）１  この様式は、休業日において、１日２時間以上継続的に実施し、かつ年間１９日以上休業日預かり保育を実施している場合に記入すること。 

　　　　　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  ４月～１１月までは実績を記入し、１２月～３月は、予定を記入すること。

      ３  預かり保育対象園児とは、休業日における預かり保育日（(注)４）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ４  預かり保育日とは、休業日において１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ５  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。

　　　　　なお、１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。（正規の職員を含む。）

      ６  預かり保育に要した経費は、休業日における預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月 備　考



別紙様式１－４

幼稚園等名：

休業日を除く日 長期休業日 休業日

（注）複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

預かり保育担当者の従事計画

従事する預かり保育（従事するものに○を記入）
番号 氏　名

資格
（該当を○で囲む） 備　　考

1

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

2

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

3

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

4

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

5

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員



別紙様式１－５

学校法人名：

幼稚園等名 事　業　名 対象経費[円]
備考

（実施年月日等）

計

年度　子育て支援事業計画書

事　業　内　容

（注）１　この様式には、次に該当する子育て支援事業について記入すること。（幼稚園等が主催するものに限る。）
　　　　　事業名は以下の事業区分ごとに記載すること。
　　　　　（１）幼稚園等施設開放事業　（２）子育て相談事業　（３）子育て講座開催事業　（４）その他地域住民等の子育てを支援する事業
　　　　　　＊ただし､(ⅰ)在園児及びその保護者のみを対象とするもの　(ⅱ)園児募集を直接目的とするもの　(ⅲ)単に幼稚園等行事に地域住民等が
　　　　　　参加しているだけのもの については補助対象としない。
　　　２　〔表１〕に定める補助対象事業及び補助対象経費について、計画を十分精査し、記入すること。
      ３　複数の幼稚園等が該当する場合は、園ごとに小計を入れること。
　　　４　案内チラシやパンフレット等、事業内容が分かる資料を添付してください。



別紙様式１－６

幼稚園等名：

（単位：円）

区分 事業費（A) 収入額（B)
差額（C)
（A)-(B)

上限額（D)
（C)と（D)どちら

か低い額（E)
補助金額

（E)の千円未満切り捨て

預かり保育事業
（休業日を除く）

長期休業日
預かり保育事業

休業日
預かり保育事業

子育て支援事業

計

年度　預かり保育及び子育て支援事業計画書

（注）１　この様式には、様式１-１から１-３及び１－５より数字を記載すること。

　　　２　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

　　　３　収入額（B)については、参加者が実費負担した経費等を記載すること。

  　　４　上限額（D)については、別表第１により確認をし、記載すること。



（別紙様式２）

学校法人名　

理事長名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　][事業名： ］

　＊事業名には、「預かり保育事業」又は「子育て支援事業」を記入

　収　入

（款） （項） （目）
金　　額
（円）

　支　出

（款） （項） （目）
金　　額
（円）

収　支　予　算　書

備　　考

合計

備　　考

合計



別紙様式３－１

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の預かり
保育対象園児数

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育担当者数

備　考

（休業日を除く） [人] [人] [円] 

（小数点以下切捨て）

（E+F)÷（A+B)

4

5 ア．教育時間内で昼食

6 　　のある日 A C E

7 　　時　分～　時　分

8 　　時　分～　時　分（最終）

9

10 イ．教育時間内で昼食 B D F

11 　　のない日

12 　　時　分～　時　分

1 　　時　分～　時　分（最終）

2

3

合計

年度　　 （休業日を除く） 　預かり保育事業実績書

当該月の預かり
保育日数

当該月の預かり
保育時間

当該月の預かり
保育担当者数

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育時間

当該月に預かり保育に要
した経費

［日］ [時間] [人] [時間]

（C+D)÷（A+B)

（注）１  この様式には、休業日を除く預かり保育について記入すること。複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  預かり保育対象園児とは、休業日を除く預かり保育日（(注)３）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ３  預かり保育日とは、休業日を除き、１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ４  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。なお、１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。

         （正規の職員を含む。）

      ５  預かり保育に要した経費は、休業日を除く預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月



別紙様式３－２

　預かり保育事業実績書

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の長期休業
日における預かり
保育対象園児数

夏季休業日の長期休業
日における１日平均の
預かり保育担当者数

備　考

（長期休業日） [人] [人]

（小数点以下切捨て）

（C+D)÷（A+B)

ア．夏季休業日
[　　月　　日～　　月　　日]

　　時　　分～　　時　　分（最終）

合計

年度　 長期休業日

当該月の長期休業日
における預かり保育
日数

当該月の長期休業
日における預かり
保育担当者数

当該月の長期休業日に
おける預かり保育に要
した経費

[日] [人] [円]

（注）１  この様式は、夏季休業日における預かり保育の実績のみを記入すること。ただし、夏季休業日において、１０日以上の日数、かつ１日２時間以上の

　　　　　預かり保育を実施している場合を対象とする。複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  預かり保育対象園児とは、夏季休業日における預かり保育日（(注)３）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ３  預かり保育日とは、夏季休業日において１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ４  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。

　　　　　なお、夏季休業日において１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。（正規の職員を含む。）

      ５  預かり保育に要した経費は、夏季休業日における預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月

7 A C

8 B D



別紙様式３－３

幼稚園等名：

預かり保育の時間帯
当該月の休業日
における預かり
保育時間

６月及び１０月の
１日平均の預かり
保育担当者数

（休業日） [時間] [人] [円] 

（小数点以下切捨て）

（C+D)÷（A+B)

4

5

6 A C

7

8 ア．休業日

9

10 　　時　分～　時　分（最終） B D

11

12

1

2

3

合計

年度 休業日 預かり保育事業実績書

当該月の休業日
における預かり
保育日数

当該月の預か
り保育対象園
児数

当該月の預か
り保育担当者
数

当該月に預かり保育に
要した経費

［日］ [人] [人]

（注）１  この様式は、休業日において、１日２時間以上継続的に実施し、かつ年間１９日以上休業日預かり保育を実施している場合に記入すること。 

　　　　　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

      ２  預かり保育対象園児とは、休業日における預かり保育日（(注)３）に「預かり保育」を受けた園児である。（預かり時間の長短は、問わない。）

      ３  預かり保育日とは、休業日において１日２時間以上預かり保育を実施した日とする。

      ４  預かり保育担当者とは、保育士、幼稚園教員免許状保有者又は子育て支援員とし、雇用形態は問わない。

　　　　　なお、１日２時間以上預かり保育に従事した者とする。（正規の職員を含む。）

      ５  預かり保育に要した経費は、休業日における預かり保育事業に要した経費すべての経費の合計額を記入すること。（人件費・光熱水費・材料費等）

月 備　考



別紙様式３－４

幼稚園等名：

休業日を除く日 長期休業日 休業日

（注）１　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別葉とすること。

　　　２　従事期間の記入は、４/１～３/31、７/20～８/31等月日を記入してください。

預かり保育担当者の従事実績

従事した預かり保育（従事したものに○を記入）
番号 氏　名

資格
（該当を○で囲む）

従事期間 備　　考

1

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

2

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

3

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

4

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員

5

　　保育士

　　幼稚園教諭

　　子育て支援員



別紙様式３－５

学校法人名：

幼稚園等名 事　業　名 対象経費[円]
備考

（実施年月日等）

計

年度　子育て支援事業実績書

事　業　内　容

（注）１　この様式には、次に該当する子育て支援事業について記入すること。（幼稚園等が主催するものに限る。）
　　　　　事業名は以下の事業区分ごとに記載すること。
　　　　　（１）幼稚園等施設開放事業　（２）子育て相談事業　（３）子育て講座開催事業　（４）その他地域住民等の子育てを支援する事業
　　　　　　＊ただし､(ⅰ)在園児及びその保護者のみを対象とするもの　(ⅱ)園児募集を直接目的とするもの　(ⅲ)単に幼稚園等行事に地域住民等が
　　　　　　参加しているだけのもの については補助対象としない。
　　　２　〔表１〕に定める補助対象事業及び補助対象経費について、実績を記入すること。
      ３　複数の幼稚園等が該当する場合は、園ごとに小計を入れること。
　　　４　案内チラシやパンフレット等、事業内容が分かる資料を添付してください。



別紙様式３－６

幼稚園等名：

（単位：円）

区分 事業費（A) 収入額（B)
差額（C)
（A)-(B)

上限額（D)
（C)と（D)どちら
か低い額（E)

補助金額
（E)の千円未満切り捨て

預かり保育事業
（休業日を除く）

長期休業日
預かり保育事業

休業日
預かり保育事業

子育て支援事業

計

年度　預かり保育及び子育て支援事業実績書

（注）１　この様式には、様式３-１から３-３及び３－５より数字を記載すること。

　　　２　複数の幼稚園等を設置する学校法人については、各園別様とすること。

　　　３　収入額（B)については、参加者が実費負担した経費等を記載すること。

  　　４　上限額（D)については、交付決定額を記載すること。



（別紙様式４）

学校法人名　

理事長名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　][事業名： ］

　＊事業名には、「預かり保育事業」又は「子育て支援事業」を記入

　収　入

（款） （項） （目）
金　　額
（円）

　支　出

（款） （項） （目）
金　　額
（円）

収　支　精　算　書

備　　考

合計

備　　考

合計


